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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第２区分
【発行日】平成25年12月19日(2013.12.19)

【公開番号】特開2012-99647(P2012-99647A)
【公開日】平成24年5月24日(2012.5.24)
【年通号数】公開・登録公報2012-020
【出願番号】特願2010-246317(P2010-246317)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｓ   5/183    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｓ   5/183   　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成25年10月31日(2013.10.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板上に、共振器を構成する一対の反射鏡と、前記一対の反射鏡の間に配置された第１
の活性層と、を有する垂直共振器型面発光レーザであって、
　前記共振器が、
　共振波長がλ１、前記第１の活性層の前記λ１での光閉じ込め係数がΓ１、前記第１の
活性層の前記λ１での利得がｇ１（ｇ１≠０）である第１の縦モードと、
　前記第１の縦モードの隣の縦モードであって、共振波長がλ２、前記第１の活性層の前
記λ２での光閉じ込め係数がΓ２、前記第１の活性層の前記λ２での利得がｇ２（ｇ２≠
０）である第２の縦モードと、
　前記第１の縦モードの隣の、前記第２の縦モードと異なる縦モードであって、共振波長
がλ３、前記第１の活性層の前記λ３での光閉じ込め係数がΓ３、前記第１の活性層の前
記λ３での利得がｇ３（ｇ２＞ｇ３）である第３の縦モードと、による縦多モードを生じ
うる構造を有し、
　前記第１の活性層の位置が、前記第１の縦モードの定在波の腹の位置とは異なっており
、
　前記第１の縦モードによる単一縦モード発振が可能に構成されていることを特徴とする
垂直共振器型面発光レーザ。
【請求項２】
　前記共振器は、６λ１以上の共振器長を有することを特徴とする請求項１に記載の垂直
共振器型面発光レーザ。
【請求項３】
　前記第１の活性層の位置が、
　前記第１の縦モードの定在波の腹の位置Ａと、
前記位置Ａに最も近い前記第２の縦モードの定在波の節の位置Ｂ側の前記位置Ａに最も近
い前記第１の縦モードの定在波の節の位置Ｃと、の間にあって、
　前記位置Ａと、Γ１／Γ２が前記位置ＡでのΓ１／Γ２と等しくなる位置Ｄと、の間に
あって、
　Γ１ｇ１＞Γ２ｇ２と、Γ１ｇ１＞Γ３ｇ３と、を満たす位置であることを特徴とする
請求項１または請求項２に記載の垂直共振器型面発光レーザ。
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【請求項４】
　前記第１の活性層の位置が、前記位置Ａと前記位置Ｂとの間の位置であることを特徴と
する請求項３に記載の垂直共振器型面発光レーザ。
【請求項５】
　前記第１の活性層の位置が、前記位置Ａと前記位置Ｂの中心位置Ｅと、前記位置Ｂと、
の間の位置であることを特徴とする請求項３または請求項４に記載の垂直共振器型面発光
レーザ。
【請求項６】
　前記第１の活性層の位置が、前記位置Ａと、前記位置Ａと前記位置Ｂの間にあってΓ２
ｇ２＝Γ３ｇ３となる位置Ｆと、の間の位置であることを特徴とする請求項３または請求
項４に記載の垂直共振器型面発光レーザ。
【請求項７】
　前記第１の活性層の位置が、前記位置Ａと前記位置Ｆの中心に位置する位置Ｇと、前記
位置Ｆと、の間の位置であることを特徴とする請求項６に記載の垂直共振器型面発光レー
ザ。
【請求項８】
　前記ｇ１と前記ｇ２が、ｇ２＞ｇ１を満たすことを特徴とする請求項１から７のいずれ
か１項に記載の垂直共振器型面発光レーザ。
【請求項９】
　前記λ２と前記λ１が、λ２＜λ１を満たすことを特徴とする請求項１から８のいずれ
か１項に記載の垂直共振器型面発光レーザ。
【請求項１０】
　前記λ２と前記λ１が、λ２＞λ１を満たすことを特徴とする請求項１から８のいずれ
か１項に記載の垂直共振器型面発光レーザ。
【請求項１１】
　前記一対の反射鏡の間に、前記第１の活性層以外に第２の活性層を有していることを特
徴とする請求項１から１０のいずれか１項に記載の垂直共振器型面発光レーザ。
【請求項１２】
　前記第２の縦モードにおける前記第２の活性層の前記λ２での利得をｇ’２、
前記第３の縦モードにおける前記第２の活性層の前記λ３での利得をｇ’３とすると、
　ｇ’２＜ｇ’３を満たすことを特徴とする請求項１１に記載の垂直共振器型面発光レー
ザ。
【請求項１３】
　前記第１の縦モードにおける前記第２の活性層の前記λ１での利得をｇ’１、前記第１
の縦モードにおける前記第２の活性層の前記λ１での光閉じ込め係数をΓ’１、前記第２
の縦モードにおける前記第２の活性層の前記λ２での光閉じ込め係数をΓ’２、前記第３
の縦モードにおける前記第２の活性層の前記λ３での光閉じ込め係数をΓ’３とすると、
　前記第２の活性層の位置が、
　前記Ａとは異なる前記第１の縦モードの定在波の腹の位置Ａ’と、前記位置Ａ’に最も
近い前記第３の縦モードの定在波の節の位置Ｈ’側の前記位置Ａ’に最も近い前記第１の
縦モードの定在波の節の位置Ｉ’と、の間にあって、
　前記位置Ａ’と、Γ’１／Γ’３が前記位置Ａ’でのΓ’１／Γ’３と等しくなる位置
Ｊ’と、の間にあって、
　Γ’１ｇ’１＞Γ’２ｇ’２と、Γ’１ｇ’１＞Γ’３ｇ’３と、を満たす位置である
ことを特徴とする請求項１２に記載の垂直共振器型面発光レーザ。
【請求項１４】
　請求項１から１３のいずれか１項に記載の垂直共振器型面発光レーザと、
　前記垂直共振器型面発光レーザから出力されるレーザ光を反射して走査するための光偏
向器と、
　を有することを特徴とする画像形成装置。
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【請求項１５】
　請求項１から１３のいずれか１項に記載の垂直共振器型面発光レーザと、
　前記垂直共振器型面発光レーザから出力される光により静電潜像が形成される感光体と
、
　を有することを特徴とする画像形成装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　本発明の垂直共振器型面発光レーザは、基板上に、共振器を構成する一対の反射鏡と、
前記一対の反射鏡の間に配置された第１の活性層と、を有する垂直共振器型面発光レーザ
であって、
　前記共振器が、
　共振波長がλ１、前記第１の活性層の前記λ１での光閉じ込め係数がΓ１、前記第１の
活性層の前記λ１での利得がｇ１（ｇ１≠０）である第１の縦モードと、
　前記第１の縦モードの隣の縦モードであって、共振波長がλ２、前記第１の活性層の前
記λ２での光閉じ込め係数がΓ２、前記第１の活性層の前記λ２での利得がｇ２（ｇ２≠
０）である第２の縦モードと、
　前記第１の縦モードの隣の、前記第２の縦モードと異なる縦モードであって、共振波長
がλ３、前記第１の活性層の前記λ３での光閉じ込め係数がΓ３、前記第１の活性層の前
記λ３での利得がｇ３（ｇ２＞ｇ３）である第３の縦モードと、による縦多モードを生じ
うる構造を有し、
　前記第１の活性層の位置が、前記第１の縦モードの定在波の腹の位置とは異なっており
、
　前記第１の縦モードによる単一縦モード発振が可能に構成されていることを特徴とする
。
また、本発明の画像形成装置は、上記した垂直共振器型面発光レーザと、前記垂直共振器
型面発光レーザから出力されるレーザ光を反射して走査するための光偏向器と、を有する
ことを特徴とする。
また、本発明の画像形成装置は、上記した垂直共振器型面発光レーザと、前記垂直共振器
型面発光レーザから出力される光により静電潜像が形成される感光体と、
を有することを特徴とする。
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